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日本における の課題と政策支援の方向に関する研究

○西尾好司 文教大学 ，平田透 金沢大学

 問題意識

本研究は、 以下 という を対象

とする。 は、市民、企業、大学、行政、 な

どが参加して、複数の手法の活用、実際の生活や

利用環境を活用することにより、製品やサービス

以下製品と総称する などを共創する活動であ

る 。また、イノベー

ションの早い段階から市民が参加する産学官民

連携により、専門家の専門知と市民の日常知や生

活知を共有して新しい知識を創造する活動

である。

地域イノベーションでは、地域内外の知識の導

入など、地域の知識活用能力 、多種

多様な参加者によるエコシステムの形成

が必要となる。本研究

では、 を地域におけるイノベーション、特にソ

ーシャル・イノベーションの手法と位置付ける。

は 年に北欧、 年に が政策的に

導入し、健康・医療や都市、教育など様々な分野

に利用されている。日本でも活動が始まり、国の

政策にも取り上げられるようになった。しかし日

本では、 の活動内容や課題に関する研究は少な

く、政策的支援を行う上で、現状や課題の理解を

深める必要がある。

 の課題に関する先行研究調査

の先行研究から の課題が明らかになって

いる。 だけ、まちづくりの活動だけでも

とするように、 のコンセプトと実際の活動

に乖離がある 。現

場の問題解決方法の共創とテストベッドの両立

の難しさ 、プロジェクト開

始後の目標や方法、参加者の変更などプロジェク

トの運営において柔軟性が求められること

and Juujärvi2015 、参加する市民の互酬的な行

動や柔軟な対応の必要性 Nyström et al.2014 や

途中での脱落や必要なタスクの未実施

など、 の活動の難しさに起因する

課題が指摘される。

は導入から 年以上、欧州の政策上の重要

な活動として資金提供されてきた。しかし、例え

ば公共部門にとって、複数のアクタとの共創は利

点をもたらすが、 の活動自体はニッチな存在で

あり 、 の研究報告

の多くが の実施者によるものであり、イノベ

ーション手法の効果を示す証拠が少ないとの批

判もある 。つまり、

の状況について、実施者や参加者ではなく、第

三者の視点での評価が必要となっている。

日本では複数の を対象とした報告は少ない

、西尾 ので、 の現状を調

査し、課題を明らかにした上で、それを克服でき

るよう政策的な支援を進める必要がある。

 研究方法

研究目的

本研究は、地域における市民参加型のソーシャ

ル・イノベーションとして を対象に、 の課

題と持続的な活動が行うための支援策のあり方

を提示することを目的とする。

研究項目

本研究では、 の活動の詳細を調査する必要が

あるので事例研究により、次の研究項目で進める。

① の現状に関する調査

の主導者、 の目的、参加者と役割、活動

内容など の体制に関する調査、プロジェクト

の進め方、活動資金や成果の普及など のオペ

レーションに関する調査を行う

② の課題の分析

の実践上の課題を、企業や市民の参加、プロ

ジェクトの組成など、 のマネジメントに関する

課題を分析する。

③ 支援策の方向性の検討

をソーシャル・イノベーションの持続的な活

動とするための支援策の方向性を検討する。

対象事例

対象事例は、主体や特性が異なる として、

地方自治体や大学または教員が主導する二種類

の から各 件選定した。自治体主導型は松本

市ヘルス・ラボと高石リビングラボ、大学主導型

は、こまつしまリビングラボと鎌倉リビングラボ

である。これらの関係者へのインタビューや対象

のホームページから情報を収集した。

 事例調査

対象の LL の体制、企業や市民の参加方法やプ

ロジェクトの進め方を中心に述べる。 
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 松本ヘルス・ラボ 自治体主導型

松本市では、 年に「松本市基本構想 」

を策定し、「健康寿命延伸都市・松本」を掲げ、

産業界の視点からの実現を目的に、企業が参加す

る場として 年に「松本地域健康産業推進協

議会」を設置、 年に「松本ヘルスバレー構想」

を策定し、産学官民連携の共創を進めてきた。

松本ヘルス・ラボの設立

市は 年 月に市民と企業による健康価値

共創の活動を始め、 年 月に松本ヘルス・ラ

ボを設立した。設立目的は、健康に関心のある市

民が市民ニーズの視点から新製品・サービスへの

提案、開発中の製品のモニタ、市民の健康意識醸

成と健康・医療企業支援を同時に実現することで

ある。 では企業向け支援と市民の健康づくりの

支援を実施している。また２ 年末に一般財団

法人化、 年 月に物理的拠点を開設した。

企業の活動支援

企業支援には、健康増進に寄与する製品開発に

関する市民とのワークショップによる共創の場

の提供 これをリビング・ラボと呼んでいる と市

民が参加する実証試験がある。ワークショップは、

製品の企画や開発時に、後述の健康パスポートク

ラブ会員などの市民との意見やアイデアの交換

による開発支援である。これは健康意識の高い市

民の交流やコミュニティ形成につながる。

実証試験では、開発中の製品を実際に市民が試

し、その市民の声を聞き、効果を検証して質の高

い製品を作ることを支援する。評価では健康パス

ポートクラブの会員データを匿名データにして

企業が活用できる。この実証試験は、試験評価を

行う大学や企業等の倫理委員会承認後に、松本ヘ

ルス・ラボの倫理委員会の承認を受けてから市民

の参加を募集する。なお、ここでのワークショッ

プや実証試験の費用は企業が全額負担する。

健康パスポートクラブ(松本ヘルス・ラボ会

員)：市民参加の仕組み

年度までは、年会費 円の市民参加の

会員制度であり、会員は年２回の体力検査と血液

検査を無料で受けられた。 年度の会員数は

人であった。血液検査費は計 千円相当に

なるが会費だけで２回受けられた。会員ごとに健

康データベースに検査結果を記録し、民間保健師

の健康指導も受けられる。また や のプロジ

ェクトにも参加できる。松本市では会員数増加の

ため健康増進という理念の強調だけでなく、健康

関連ワークショップ、製品のデモの開催、市内の

飲食業と連携した会員の応援事業を進め、入会す

ることのお得感を強調している。

年度からは、「松本ヘルス・ラボ会員」に

呼称変更し、会員なら誰でも利用できる「松本ヘ

ルス・ラボアプリ」を導入し会費を無料化し、血

液検査等を希望する会員は従来と同様の 円

の負担で年 回の検査を受けられるよう制度を見

直した。アプリ上での入会を可能にしたことや、

情報提供のツールを拡充したことで、従来よりも

健康に関心を持つ幅広い層の市民が参加できる

よう、デジタル化と会費無料化を進めている。

実用化検証助成事業

市は松本地域健康産業推進協議会において、

年度から実用化検証助成事業を始めた。これ

は、企業の健康関連製品の実用化検証を支援し、

企業が社外に拠出した企業負担の を助成 上

限 万円、年間 件程度 する。なお、企業が

本事業や のプロジェクトを行う場合には松本

地域健康産業推進協議会の会員になることが条

件であった。本協議会の会費は無料であった。

松本市の役割

市は、上記 や の活動における企業側の企

画の修正、庁内の部局間、医師会や薬剤師会など

外部機関との調整を担う。製品の効果検証では、

連携協定を締結している信州大学、松本大学、松

本短期大学と連携して、プロジェクトの円滑な遂

行を図るようにしている。

活動の変更

松本市では 年に首長が交代し、デジタル

化などの社会の変化に対応した活動に変更した。

市の専任の担当部署は産業振興の総合的マネジ

メントを担当する部署に包含され、これまでの主

な担当者は継続して支援業務を担当している。ま

た、官民連携のプラットフォームであった松本地

域健康産業推進協議会は、所期の役割を終えたこ

とから解散し、その機能を松本ヘルス・ラボに集

約した。解散時の会員数は 機関であった。会

員企業からは関係の維持の希望もあり、現在、松

本ヘルス・ラボが企業約 社に情報交換や情報

提供支援を担う。なお、松本ヘルス・ラボの活動

や実用化検証事業助成金 ヘルスケアサービス等

実用化検証事業助成金に名称変更 は、松本ヘル

ス・ラボ推進事業として実施している。

 高石健幸リビングラボ 自治体主導型

高石市は 年から健幸のまちづくり、スマ

ート・ウエルネスシティを掲げ、自律的に「歩く」

を基本とする健康づくりを進めている。特に高齢

者になる前の就労者層への働きかけが重要と考

え、 歳以上の市民を対象に「健幸ポイント」事

業を行っている。現在約 名が参加し、市民

の歩数データを収集している。市では 年度

に「高石市健幸のまちづくり条例」を制定し、市

民、企業や大学等が一体となり、知恵を出しあい、

健幸で長生きできるまちづくりを始めた。その協
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議の場として、高石市健幸のまちづくり協議会を

設立し、現在 の組織が参加している。なお会

費は無料である。協議会での活動の一つが健幸リ

ビングラボの運営である。本協議会の費用は市が

負担し、地方創生推進交付金を利用する。

高石健幸リビングラボの設立

高石市は、行政が保有するデータの活用と収集

が難しい市民のニーズ収集という企業ニーズへ

の対応を目的に、 年度に市民が参加する新し

い製品の実証試験の場を提供する「高石健幸リビ

ングラボ」を創設した。 では、健幸モニター事

業 協働の場 、ワークショップ事業 創造の場 、

人材バンク事業 活動の場 、コワーキング事業

交流の場 を行う。 は企業が市民ニーズや行政

課題に合致する製品の開発を市民と共に行い、健

康産業の育成を図る場である。 の担当課は健幸

づくり課・スマートウェルネス推進班であり、

の事務局業務は公募により企業に委託している。

企業の活動支援

健康分野の製品開発をする企業にユーザとし

ての意見を提供し、テストフィールドを持たない

企業でもニーズが把握できるよう企業を支援す

る。健幸モニター事業は、高石市の課題解決や生

活の質の向上につながる健康関連製品の開発を

目的に市民が参加する実証試験である。またワー

クショップ事業は、市民と議論ができる環境を企

業に提供する。 年の開始時は市や企業から提

案したテーマを実施したが、 年度からはテー

マを公募し、健康産業育成の観点から市が採択し

ている。また、 年度までは企業は無料でテス

トを実施できたが、 年度から 名以上のモ

ニターが参加する場合は有償となった。市民の参

加例として、 年度の健幸モニター事業では

件のテーマにのべ約 名の市民が参加した。

企業が健幸モニター事業やワークショップ事業

に参加する場合は、高石市健幸のまちづくり協議

会の入会が条件となる。企業は、新サービスや製

品の意見や提案、効果のエビデンスの取得が便益

となる。本例を活用した商品化の例として、牛乳

石鹸共進社の商品が販売されている。

健幸モニター：市民参加の仕組み

健幸モニターは、健幸ポイント事業に登録した

歳以上の市民から、テーマの特性を踏まえ市が

登録情報から参加依頼する市民を抽出して連絡

したり、公募して参加者を選ぶ。なお、倫理委員

会での審査が必要な場合には審査後に連絡・募集

する。健幸モニター数は 人を超え、 割が

歳以上である。なお、健幸モニター事業に参加

する市民は、自身の健康情報を提供する場合に健

康状態に関する実証試験のデータを受け取れる。

人材バンクと交流の場

人材バンクは、様々な資格やノウハウを持つ、

定年退職者や副業を希望する人が登録し、必要と

する健康事業者とのマッチングを支援する活動

である。また、交流の場とは、保健センター内の

未活用フロアで、ワークショップやイベントの開

催などを行う場を提供する活動である。

の課題

大きな課題はないが、実証試験やワークショッ

プを利用する企業の紹介や実証データの取り方

などの支援が必要である。また、コロナ禍で期間

を 3 か月から半年に延長したテーマがあり、その

ため市民のドロップアウトが発生した。市民が長

期的に参加する場合の対応も必要となる。

 こまつしまリビングラボ 大学主導型

徳島大学人と地域共創センターは、未来志向で

対話し変化を起こす場を構築することを目的に、

年にフューチャーセンターの ・ を開設し、

年度に、こまつしまリビングラボを設立した。

こまつしまリビングラボの設立

この は、 「科学技術コミュニケーション

推進事業 未来共創イノベーション活動支援」を

活用して設置された。地域課題は単一組織での解

決は難しく、産学官の境界を越えオープンに解決

のアイデアを出し、地域内で試して自分達の力で

地域を変革する必要がある。そのため、住民を情

報提供者ではなく、全ての過程に長期的に参加し、

共創者としてアイデアや行動を生み出すことが

重要と考え活動を進めてきた。 を通じて住民同

士が話し合い、自治体や企業も参加し新しい価値

観や多様性を理解することを第一歩とし、誰かが

作った計画ではなく、作る過程に参加して自分ご

との一つとして、参加者に納得感のあるような活

動にするように行動してきた。

プロジェクトの立上げと住民の参加の仕組み

初年度の 年度は大学を中心に、市が紹介

した商店主、地元企業経営者や観光協会関係者な

ど、まちのキーパーソン 名にインタビューし

た。 年目は、初年度の参加者から紹介された人

に話を聞いた。これらのインタビューでは、まち

の課題、将来ビジョン、実施したい活動などを尋

ねた。インタビューの結果を踏まえ、ワークショ

ップにより、必要な地域資源の確認、ビジョンの

作成や共有方法等を検討し、住民、行政、企業や

大学が共に議論する場づくりを進めた。さらに、

他地域の有識者や実践者も参加し、ワークショッ

プを繰り返し、チャレンジ プロジェクト のアイ

デアを練った。特に最初の 年は、秋に 日間連

続でワークショップ「社会共創キャンプ」を開催

し、チャレンジのテーマを決め、最初のプロトタ

イピングを行い、実際にチャレンジを始めた。
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チャレンジの過程は 段階に分かれ、最初の段

階では、地域内外から多様な参加者を発掘し、ア

イデアを形にする活動を行った。次の段階ではテ

ストベッドフェーズとして素早くプロタイピン

グと評価を行う。なお、テーマ選定では、地域課

題と参加者が希望するテーマの間に存在するギ

ャップを埋めることに配慮した。このような活動

の中から農業体験民宿や河川浄化活動など実装

された成果が生まれた。

大学のファシリテート機能

大学は、住民をチャレンジのリーダとし、住民

のペースを踏まえ寄り添う形で、住民が燃え尽き

ないように配慮しながらファシリテートした。早

く試して失敗することの重要性の意識づけをし、

行動だけでなく振り返りの場の機会も作った。な

お、 年目の 年は、地域に不足するクリエイ

タとのマッチングを行い、ランドスケープ、シス

テムデザインなどの専門性を持つ人材がチャレ

ンジを支援できるように調整した。

活動資金

活動資金は、 年間の の公的資金及び大学

の地域課題解決用の予算を使用して進めた。徳島

大学ではクラウドファンディングのプラットフ

ォームを運営しており、これを活用してクラウド

ファンディングによる資金調達も行った。

の課題

担当者は における社会課題解決の活動を持

続可能にすることの様々な難しさを指摘する。

3 年間の公的資金による活動後の財源確保につ

いて行政や学内での調整を試みたが、実現しなか

った。そのため 2021 年度以降は LL 全体として

の組織的な活動が継続されず、教員や住民による

個別の活動は現在まで続いているものの、個人レ

ベルでの活動のみという状況になった。 
地域で社会課題の解決を進める上で、地元自治

体との関係も重要となる。本例でも、地元自治体

は住民が今よりも活動しやすいまちづくりを進

めたいという意向から、大学と協定を締結して活

動を始めた。しかし、自治体の想像していた時間

軸と LL で成果が表れる時間の間にギャップがあ

り、連携は十分機能しなかった。 
また、住民の中には、従来から行政と良い関係

を築き、まちづくりに積極的に関与してきた人々

がいる。当初、こうした人の中には LL を警戒し

ていた人がいたという。LL のようなある意味で

は外から持ち込まれた活動は、まちづくりにおけ

る参加者の固定化を崩す利点はあるが、既存の地

域内の関係性に変化を与える可能性があり、その

点留意する必要がある。また、チャレンジの活動

ではアイデアを具体化できる人材が重要である

が、地域では不足しがちである。LL ではそうし

た人材が僅かではあるが存在したが、職住近接の

住民が多く、ボランティアでのこうした活動への

参加が、自分の本業においても「無料で」と言わ

れることを恐れて参加しないこともあった。この

ように、地域にいる必要な人材の効果的な結集方

法についての課題も存在する。

 鎌倉リビングラボ 大学主導型

鎌倉リビングラボは、大学教員をリーダに、社

団法人未来社会共創センター、東京大学、鎌倉市、

NPO、企業等が参加し、住民や自治体、企業の課

題をテーマに、鎌倉市を舞台に共創を進めている。 
(1)LL の設立 
活動の前身として、鎌倉市今泉台での長寿社会

の課題と解決策のモデル構築を目的に 2011 年度

年から 2016 年度まで鎌倉市が調査研究を行った。

今泉台は、住民 5 千人の内、65 歳以上が 45％を

占める高齢化した郊外型分譲地である。この調査

研究の過程で、町内会を支援する NPO 法人タウ

ンサポート鎌倉今泉台が設立され、町内会でもみ

んなでまちづくり委員会を作り、活動力を高めた。

そして、東京大学高齢社会総合研究機構をコーデ

ィネーター役に、タウンサポート鎌倉今泉台、三

井住友フィナンシャルグループや鎌倉市が連携

して鎌倉リビングラボを2017年1月に設立した。

人生100年時代にふさわしい生き方や社会の在り

方を、生活者を核に産官学民で共創することが目

的である。設立前の 2016 年 11 月に欧州のリビ

ングラボが国際製薬企業から受託したプロジェ

クトにユーザーコミュニティを提供して協力し、

製品パッケージの商品テストを実施する過程で

欧州のリビングラボの方式を学ぶ機会があった。 
(2)鎌倉リビングラボの活動の方向と進め方 

LL では、生活者である住民を主役に産官学民

が共に課題発掘から解決・改善方法創出、社会実

装に至るまでの仕組みの構築を進めている。課題

は起点別に住民課題、行政課題と企業課題に整理

し、活用する資源や手法が異なることもあるが、

いずれの課題においても産官学民の共創により

解決することを方針とする。 
住民が企業課題起点のプロジェクトに参加す

る場合、参加住民は生活の専門家とみなされ、時

間やアイデアへの対価として報酬を得ている。ま

た、今泉台や次の活動地域である玉縄台ではニュ

ースレターを発行し、活動状況や成果をフィード

バックし、今泉台ではオープン・ラボ・デイを設

定し、活動に対する住民の理解を深める取り組み

をしている。 
(3)活動資金 
当初は JST の戦略的国際共同研究プログラム

国際産学連携「日本-スウェーデン共同研究」や「戦
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略的創造研究推進事業における 2016 年度研究開

発成果実装支援プログラムの新規実装プロジェ

クト」の活用など、活動資金は公的資金や大学の

研究費を活用することが多かった。なお、企業課

題がテーマの場合には企業が資金を拠出する。 
(4)地元自治体との関係(鎌倉市) 
当初、鎌倉市は行政として企業課題の解決や特

定企業に関わることを躊躇していたので協力者

という立場で参加した。ところが活動に参画する

と、リーダとなることもあり、市として正式に参

加することにした。現在、政策創造課を担当課と

して LL との共創を明確に位置付けている。プロ

ジェクトの遂行では、庁内の他の課との交渉や調

整が必要になることも多い。例えば公園を利用す

る時に、公園の使い方の確認や調整を必要とする。

市長は LL を市内全域に展開する方針を示し、玉

縄台に活動を広げ、今泉台で確立した LL の方法

を使いプロジェクトを実施している。 
(5)テーマの例 
① 在宅ワークに合う家具の開発(住民課題) 

今泉台を若い人も暮らしたいと思う街にする

ことを大きな課題とし、「テレワークにふさわし

い町」をテーマに議論を始め、企業から「在宅ワ

ークにすばらしい家具の製作」が提案され、「長

寿社会にふさわしいワークスタイルと住宅・地域

環境の開発」をテーマに具体的な検討を進め、机

と一体化した開閉式の仕切り板を付けるデザイ

ン他計２種で製作に着手した。初めに段ボールで

作り議論し具体的な家具を作り、家具を住民が自

宅で使い改善点を持ち寄り、最終的な製品にした。 
② シニア向け新型モビリティの試乗評価(企業

課題) 
シニア向けの新型モビリティの試乗評価のた

め、最初に専門家や住民を集め、開発中の機器を

見て、どのようなフレームワークと指標を用いて

評価するかを議論した。そして、高齢者、免許を

返還した人、足腰の弱ってきた人などが試乗し、

調査・インタビューを行い、産学官民のメンバー

で評価し機能的な改善点に加え、活用アイデアを

提案した。 
(6)LL の課題 

課題は企業間連携である。LL は産官学民、さ

らに複数企業によるオープンイノベショーンの

場となることを目指しているが、企業間連携では、

各社の目標や時間軸が異なり、各社の連携の戦略

や分担、必要な成果の明確化等調整に時間がかか

る。また、現行の知的財産権が共創活動から創出

された成果物に適応しづらいことも参画の障壁

になっている。 

 の政策的支援に関する考察

 日本の の課題：比較分析より

上記事例を比較分析し、リーダの交代、 のプ

ロジェクトの特性、関係者の参加の仕組みなど、

が持続的な活動を行うための課題を指摘する。

リーダの交代

徳島大ではリーダの教員の定年退職、公的資金

の終了により実質的な活動ができなくなった。ま

た、松本市は首長が交代し、企業参加のプラット

フォーム組織の廃止など体制を変更した。リーダ

の交代が の持続性に大きな影響を与えること

は容易に予想できる。リーダの交代は、どの

でも起こり得るので、リーダへの依存を減らし

の活動の組織化が必要になる。

プロジェクトの特性

では、プロジェクトは①対象とする問題や解

決方法、製品の企画などを市民と一緒に議論し、

②実際に市民がその製品のプロトタイプなどを

使い、評価を企業などにフィードバックする流れ

で進める。大学主導型では、このプロセスを指向

しているが、自治体主導型では①と②に分かれて

いた。新しいイノベーションの手法の点から、コ

ンセプトに即した進め方が課題である。

市民や企業の参加の仕組み

徳島大学の例を除いて、 設置前に健康増進な

どの市民参加活動や 、企業が参加する組織な

ど、プロジェクトに参加する市民や企業の母集団

を構築していた。 の開始時に参加する市民や企

業を集めるのには時間を要するので、 の設置前

に市民参加者を集めやすい状態を作る方が を

持続させやすいことが示唆される。

で述べたように、 は、新たな市民参加の

方法であるが、従来の市民と行政の良好な関係を

変える行動であること、ボランティアでの参加が

知られることが本業に影響することを恐れて参

加を躊躇する地元の専門家の存在など、地域の特

性に配慮した市民の参加の仕組が必要となる。

複数企業が参加するプロジェクト

プロジェクトに複数企業が参加するものが確

認できなかった。企業の戦略に依る面も大きいが、

企業の参加の拡がりに欠けることは、社会課題の

解決策の効果という点で課題となる。

地元自治体のコミットメント

自治体主導型や鎌倉リビングラボでは、自治体

が担当課を決め、職員や資金の提供、庁内の調整

や市民参加手続き、企業との交渉など深くコミッ

トメントし、手間ひまかけた対応をしている。し

かし、徳島大学のように地元自治体との連携が機

能しないと、持続的な活動が難しくなる。また、

地方自治体は地域の課題に通じており、参加市民

の地域課題に対する認識を深めるための重要な
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役割を担える。事例でのパートナの地方自治体と

は市であるが、地方公設試や産業支援機関は、都

道府県が所管することが多く、こうした幅広い地

域資源の活用も課題である。

 日本の政策的支援の方向性

以上の課題を踏まえ、 の持続的な活動に対す

る政策支援の方向性を検討する。

支援の必要性

という基盤を整備し地域レベルのソーシャ

ル・イノベーションに繋げる支援として、既存の

市民参加支援策に を追加し の信頼度を高め、

同時に を活用できる社会課題を明確にする。

活動資金の支援の方向性

プロジェクトの組成については大きな課題は

なく進められる。成果を上げるまでの間、あるい

は複数のプロジェクトを進めて としての活動

が軌道に乗るまでの間、金額の多寡にかかわらず

政策による長期的・持続的な支援が望ましい。

の方法や実践の共有

の方法や実践を共有し、方法の体系化の支援

が必要である。 の事業により実施した住民の

自律的な課題解決活動の詳細が公表されている

事例 福岡「おたがいさまコミュニティ」がある。

このような活動の詳細の記述と体系化、または、

ある の実践を他の や別の分野で適用するな

ど、 間で実践を共有して、 間で活動をブラ

ッシュアップする活動の支援も必要である。
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